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研究成果の概要（和文）： ソーシャルメディアを活用したユーザー協働型イノベーションの成功要因につい
て、企業と消費者の両面から実証研究した。
 その結果、①ソーシャルメディアがユーザー協働型イノベーションに有用であることが確認された。また成功
要因として、②企業が吸収能力を含むイノベーション能力を高めること、③消費者がネットワークコミュニティ
内外のリードユーザーとの紐帯を持つこと、④ネットワークコミュニティ内に豊かなソーシャルキャピタルを醸
成維持すること、⑤消費者は好奇心、承認欲求、金銭的インセンティブを求めてイノベーションに参加している
ことを企業が理解することなどが重要であることが判明した。

研究成果の概要（英文）： We conducted empirical studies on the success factors of consumer 
collaborative innovation by using social media from the viewpoints of firms and consumers.
 From these analyses, the following conclusions are demonstrated:  (1) social media is useful for 
consumer collaborative innovation; (2) firms must enhance their innovation capabilities, including 
absorption capacity; (3) consumers should have ties with lead users inside and outside the network 
communities; (4) community members should maintain rich social capital within the network community;
 and (5) firms need to understand that the reasons for consumers to innovate are curiosity, appetite
 for approval, and financial incentives.

研究分野：経営情報論

キーワード： ソーシャルメディア　ユーザー協働型イノベーション　ネットワークコミュニティ　リードユーザー　
モチベーション　ソーシャルキャピタル　イノベーションプロセス　規範

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　ソーシャルメディア活用に着目し、ユーザー協働型イノベーションについて実証した日本でも数少ない研究で
ある。欧米に比べてこの分野の研究成果の蓄積は十分でない。そこで、経営情報論、経営倫理、経済政策学を専
門分野とする研究者が共同研究してユーザー協働型イノベーションの成功要因について検証した。
　研究は、イノベーションプロセス、ネットワークコミュニティ、リードユーザー、モチベーション、ソーシャ
ルキャピタルなど多岐にわたる。これらの成果は、イノベーションを成功させたい企業とイノベーションに携わ
りたい消費者両者にとって役立つ知見を与えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
（1）ユーザー協働型イノベーションの定義と重要性 
市場の成熟化やグルーバル化に伴い企業を取り巻く環境は激変している。そのため、企業は多
様なユーザーニーズを把握し、顧客価値を高める新商品を迅速に開発していかねばならない。従
来のような自前主義を脱却し、グループ企業のみならず、国内外の異業種やベンチャー企業、大
学などと連携するオープンイノベーション、とりわけ、商品の利用者である消費者やユーザー企
業との連携によるユーザー協働型イノベーション（User Collaborative Innovation, 以下 UCI）
が重要となる。UCI とは、従来から企業が行ってきた利用者からユーザーニーズやアイデアにつ
いて情報を提供してもらうことや試作品を評価してもらうことに加えて、ユーザーが自ら商品
を改良し開発しているユーザーイノベーションを製品開発プロセスに組み込むなど、ユーザー
とメーカーが協働して商品を開発することを意味する。近年、利用者の増加が著しいソーシャル
メディア（Social Media, 以下 SM）は、UCI にとって有効な手段となりつつある。SMは、Consumer 
Generated Media（CGM）である。消費者は直接、商品やサービスに関する生の声をリアルタイム
に公開できる。この情報は膨大に集積され、そこからプロダクトイノベーションに有用な情報を
得ることができる。例えば、ユーザーニーズや新商品のアイデアを獲得すること、市場動向を把
握しニーズに対する解決策を理解しているリードユーザーを発見すること、デザインや商品名
への投票、試作品や商品のモニターの評価を募ることなどに利用でき、プロダクトイノベーショ
ンにとって有用なツールであることが判明している。 
 
（2）研究開始当初の国内外の研究状況 
海外では P&G、Dell、Facebook などが SMを用いてユーザーとのイノベーションを成功させて
いることが紹介されている。日本でも食料品や日用品メーカーなどで SM を活用している事例が
ある。しかしながら、プロダクトイノベーションにそれを活用している日本企業はまだ少ない。
このような状況にある理由は様々に考えられるが、主要因の一つとして本件に関する研究成果
の蓄積が少ないことが挙げられ、いかに SM を活用すればプロダクトイノベーション、特に UCI
が成功するのかについて解明されていないのではないかと思われる。そこで本研究では、特に SM
およびネットワークコミュニティが UCI を促進させる成功要因は何か、また成功している企業
のメカニズムを計量分析から解明する。さらに、企業とユーザーが協働するには、企業とユーザ
ーのネットワークコミュニティ間およびユーザーのネットワークコミュニティ内でソーシャル
キャピタルが醸成される必要があるが、それらを対象とした SM とソーシャルキャピタに関する
研究も少ない。特にソーシャルキャピタルの認知的側面である信頼や互酬性については、企業倫
理や情報倫理の観点からの知見も必要となる。そこで本研究では、日本企業の UCI 促進の一助に
なるように、UCI に SM を活用しているケーススタディや、アンケート調査からその成功要因に
ついて企業と消費者の両面から解明する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本企業が SM やネットワークコミュニティを活用して、UCI を促進するた
めの方策について提言を行うことである。そこで、本研究では先行事例研究とアンケート調査か
ら SM およびネットワークコミュニティを用いた UCI の成功要因を解明する。具体的には、企業
側から、（1）企業のプロダクトイノベーションや UCI における SM やネットワークコミュニティ
の役割について明確にし、（2）企業が SM やネットワークコミュニティから得られたユーザーニ
ーズなどの情報をイノベーションに結びつける社内のイノベーションプロセスを解明する。そ
して、消費者の側から、（3）UCI における消費者側から見た SM とネットワークコミュニティの
役割について検証する。 
 
（1）企業によるプロダクトイノベーションやユーザー協働型イノベーションにおけるソーシャ
ルメディアとネットワークコミュニティの役割に関する研究 
どのようにすれば企業は SM やネットワークコミュニティを用いてプロダクトイノベーション
や消費者との UCI を成功することができるのかについて、ケーススタディとアンケート調査か
ら明らかにする。 
 
（2）ソーシャルメディアを含む情報通信技術（Information and Communication technology, 
以下 ICT）から得られた情報をイノベーションに活用するためのイノベーションプロセスの
研究 

 イノベーティブな企業が、SM を含む ICT により獲得した外部情報をどのように企業の商品開
発や改良プロセスに取り込み、イノベーションを実現させているかを、マネジメントプロセス、
特に吸収能力の観点から解明する。 
 
（3）ユーザー協働型イノベーションにおける消費者側からのソーシャルメディアとネットワー
クコミュニティの役割についての研究 
ネットワークコミュニティを利用している SM 利用者へのアンケート調査から、UCI 促進の成
功要因について仮説を検証する。特に UCI におけるネットワークコミュニティの有用性、リード
ユーザーの役割、UCI へのモチベーション、ソーシャルキャピタルの醸成について調査し、SMと



ネットワークコミュニティを用いた UCI の促進要因について解明する。 
 
３．研究の方法 
（1）文献サーベイ 
SM とネットワークコミュニティ、企業のイノベーションマネジメント、ソーシャルキャピタ
ル、ユーザーイノベーション、ユーザー協働イノベーション等に関する国内外の文献についてサ
ーベイした。それらを参考にして仮説を設定し、インタビュー調査項目、およびアンケート調査
項目を作成した。 
 
（2）企業インタビューの実施 
SM の利用に積極的な日本企業に対してインタビュー調査を実施した。また、調査結果は、仮
説の設定、およびアンケート調査項目の策定に利用し、分析結果から得た知見について、再度確
認のためにインタビューを行った。 
 
（3）アンケート調査の実施 
2017 年と 2019 年に一般消費者向けのアンケート調査を行った。2017 年は、一般消費者 3,000
人を対象に SMの利用と UCI の実施についてインターネット調査を行った。質問項目は、属性（年
齢、性別、職業）、SNS の利用の有無、ネットコミュニティへの所属の有無、ネットコミュニティ
での役割、ネットコミュニティ上の助け合いの有無と助ける理由、UCI の経験の有無、モチベー
ション（内発的動機づけ、外発的報酬）、リードユーザーの存在などである。UCI を高度な知識
レベルが要求されるものから平易なものまで 6 つのレベルに分けして質問した。いずれかのイ
ノベーションの経験者は、424 人（14.1%）であった。 
 更に追調査として 2019 年にクラウドファンディング経験者 800 人に対して、同様の質問項目
でインターネット調査を行った。いずれかのイノベーションの経験者は、412 人（51.5％）であ
った。 
 
（4）研究者による研究会の開催 
2018 年から SMのビジネス倫理研究会を開催し、ネットワークコミュニティの規範やソーシャ
ルキャピタルについて議論を重ねた。また 2018 年～2019 年に英国 De Montfort University に
客員研究員として赴任した際、学内の研究会で研究成果を発表し、UCI に関する日英企業の現状
や研究内容についてディスカッションを行った。さらに日本に留学経験のあるバングラディッ
シュ Jahangirnagar University の Abu 博士とも共同研究を行った。これらの研究を踏まえ、国
内外の学会、および論文・書籍を公刊した。 
 
４．研究成果 
 本研究に関する 2017 年 4 月～2020 年 3 月の研究成果として、学術論文 20 本（査読付き国際
学会ジャーナル 8本、査読付き国際学会 Proccedings10 本、国内学会予稿論文 2本）と書籍 1冊
（分担執筆）を公刊し、学会発表（国際学会 10回、国内学会 3回）を行った。 
 
（1）企業によるプロダクトイノベーションやユーザー協働型イノベーションにおけるソーシャ
ルメディアとネットワークコミュニティの役割に関する研究 

 まず、2014 年に企業に実施した調査データを使って共分散構造分析し、日本企業における SM
のプロダクトイノベーションへの効果について検証した。企業にとって SM は、ユーザーニーズ
の獲得、商品 PR、新規顧客獲得、売り上げ向上などに役立つが、各への直接的な効果だけでな
く、ユーザーニーズに合わせて商品を改善することで商品のイメージが改善し、その結果、新規
顧客を生み出し購買が増加という間接的な効果もあることを確認した【論文 No.14（2017）】。 
次に、企業のプロダクトイノベーションのための SM 活用にとって、ソーシャルキャピタルの
存在が肝要であることを論説した。SM は、メンバー間の情報共有に役立ち、①情報収集のスピ
ード向上と、②情報を解釈し業務に応用させるまでのスピードの向上をもたらす。これらの効果
はプロダクトイノベーションにも役立つ。ただし、SM 利用が促進されるには、社外とのネット
ワークによる弱い紐帯と社内のネットワークによる強い紐帯による豊かなソーシャルキャピタ
ルとイノベーションマネジメントが欠かせないことを詳説した【図書 No.1（2018）】。 
最後に、上述のデータをプロビット分析し企業主導でプロダクトイノベーションを行う場合
でも、SMを通じた消費者との協働が必要であることが確認された。具体的には、企業は SM上の
口コミ情報の収集分析やネットワークコミュティに参加することで商品開発のアイデアや商品
の新たな使い方のアイデアを獲得していること、また SM でのやり取りを通じて消費者との信頼
関係の醸成維持を重視していることを明らかにした【論文 No.5（2019）】。 
 
（2）ソーシャルメディアを含む情報通信技術から得られた情報をイノベーションに活用するた
めのイノベーションプロセスの研究 
イノベーションプロセスを解明するために、ASEAN 諸国の企業と日本の中小企業に対して調査
を実施した。 
 ASEAN 諸国の企業を対象とした研究では、まず、Economic Research Institute for ASEAN and 



East Asia （ERIA）が 2011 年～2012 年にタイ、ベトナム、フィリピン、インドネシアで行った
アンケート調査データを分析し、研究開発部門（R&D 部門）の役割がプロダクトイノベーション
にとって大きいことを確認した。R&D 部門はクロスファンクショナルチームから社内外の情報を
得ており、SM を含む ICT を積極的に活用していることが判明した。更に、開発現場の品質管理
（QC）活動もプロダクトイノベーションに役立っていることが判明した【論文 No.20（2017）】。 
次に、ICT を通じて入手する情報源と情報の種類を特定するために、ERIA が 2016 年にラオス、
タイ、ベトナムで実施したアンケート調査データを用いて共分散構造分析を行った。企業は、ICT
を用いて、①ユーザーニーズや新規顧客情報を入手しイノベーションに役立てているが、②更に
サプライヤーやライバル会社の新製品情報から新技術情報を入手して役立てていることが明ら
かになった。このことから新技術情報の吸収能力が ASEAN 諸国企業のプロダクトイノベーショ
ンの成否を分けることが分かった【論文 No.12（2019）】。 
また、ERIA が 2013 年～2014 年にタイ、ベトナム、フィリピン、インドネシア、ラオスで行っ
たアンケート調査データを用いて前述の知見から共分散構造分析を行い、イノベーションプロ
セスを解明した。その結果、ASEAN 諸国企業は、①顧客およびサプライヤーに関わらず多国籍企
業から ICT を利用して情報を得ていること、②多国籍企業と R&D 部門をつなぐクロスファンク
ショナルチームの役割が大きいこと、③サプライヤーである多国籍企業からの QC 活動の指導な
どが、イノベーションに結びついていることが判明した。また④最新の機械生産設備への投資も、
プロダクトイノベーションを生み出す原動力になっていることが判明した【論文 No.10（2018）】。  
 日本の中小企業を対象とした研究では、まず、2012 年に行ったアンケート調査データを用い
て共分散構造分析を行った結果、ASEAN 諸国企業と同様に、ICT は、①顧客企業との情報交換に
役立ち、②吸収能力を含むイノベーション能力を高め、③更に R&D 部門の研究開発活動にも直接
役立つことが明らかになった【論文 No.8（2018）】。 
最後に、2012 年と 2017 年に行ったアンケート調査データを用いてパネルデータ分析を行っ
た。その結果、プロダクトイノベーションには、①新製品の開発期間の短縮や意思決定のスピー
ド化という ICT がもたらす効果に加えて、②R&D 部門の自律性、③社外との交流による情報収集
および吸収能力、④エンジニア間の相互理解と信頼、⑤チャレンジ気質の経営者のリーダーシッ
プが有用であることが確認された【論文 No.2（2019）】。 
 
（3）ユーザー協働型イノベーションにおける消費者側からのソーシャルメディアとネットワー
クコミュニティの役割についての研究 
2017 年に実施した SM 利用者へのアンケート調査から、UCI を 6 分類し、それらの成功要因に
ついて仮説検証を行った。 
まず、SM 利用の有無と UCI について相関性があることを確認し、商品開発へのモチベーショ
ンとソーシャルキャピタルについて SM 利用の有無で差があるかを確認するために独立したサン
プルの t検定を行った。その結果、SM利用者は、SM利用しない人と比べて、承認欲求や互酬性、
外発的報酬である金銭的インセンティブが高いことが確認できた【論文 No.6（2018）】。 
次に、ユーザーイノベーションを目的変数にして、ネットワークコミュニティ参加の有無、ネ
ットワークコミュニティのリードユーザーの存在、モチベーション（内発的動機づけと外発的報
酬）とソーシャルキャピタルなどを説明変数にしてロジット分析を行った。その結果、①ユーザ
ーイノベーションにはネットワークコミュニティへの参加が重要であり、そのコミュニティ内
で回答者自らがリードユーザーの役割を果たしていることが確認できた。②商品改良の場合、い
ち早く新商品を使いたいという好奇心が、新商品開発の場合は、先進ユーザーとして認められた
いという承認欲求がモチベーションになり、共に金銭的インセンティブを特に重視しているこ
とが明らかになった。また、③新商品開発には互酬性が影響することが検証された【論文 No.13
（2019）】。 
更に、消費者による試作品の評価と商品開発のアイデア提供を目的変数にして、上記と同様の
説明変数を用いてプロビット分析を行った。その結果、ネットワークコミュニティ参加が重要で
あり、①回答者自らがリードユーザーの役割を果たしているだけでなく、②コミュニティ内に他
にリードユーザーが存在すること、③コミュニティメンバーがコミュニティ外の専門家と知り
合いであることが有効であることが確認された。また、ユーザーイノベーションと同様、商品改
良の場合は好奇心が、新商品開発の場合は承認欲求がモチベーションになり、共に金銭的インセ
ンティブを特に重視していた【論文 No.1（2019）】。 
 最後に、新商品開発における試作品の評価、商品開発のアイデア提供、ユーザーイノベーショ
ンでは消費者に必要とされる知識レベルが異なることから、ユーザーイノベーションが最も高
度な知識を必要とすると仮定して順位付けし、順序プロビット分析等を実施した。その結果、消
費者が商品開発の知識レベルを向上させるには、ネットワークコミュニティに参加し、自分自身
がリードユーザーであるか、ネットワークコミュニティ内にリードユーザーが存在し、あるいは
コミュニティメンバーがコミュニティ外の専門家と知り合いであることが重要であることが確
認された。モチベーションとしては、好奇心と承認欲求に加え、特に金銭的インセンティブが強
く影響していることが判明した。更に、他のコミュニティメンバーから困った時にサポートして
もらった経験があり、自分自身も困っているメンバーがいるとサポートする。このような無償で
助け合う規範があると思えるネットワークコミュニティに参加することが、知識レベルの向上
に有益であることが確認された。しかしながら、ネットワークコミュニティ全体を信頼すること



は知識レベルの向上にマイナスに作用することも確認された。このことは UCI を行う消費者は、
ネットワークコミュニティには互いに助け合える仲間が存在することを確信しているが、全員
がこの仲間に該当しないことも知っていることを意味する【論文 No.4（2019）】。 
ネットワークコミュニティは現実のコミュニティと異なり、まだ日が浅く人々が十分慣れて
いない。そのため、規範の一側面である消極的禁止命令の議論だけが先行しており、お互いを無
償で助け合う積極的義務の側面の議論が不十分である【論文 No.7（2018）】。UCI におけるネット
ワークコミュニティ上の消費者の振る舞いは、自分の書き込みによって他人から感謝されると
いう承認欲求や、純粋な自分の楽しみからくる好奇心、金銭的インセンティブのような倫理的利
己主義から行動しているように考えることができる。本来、コミュニティには、メンバー間に信
頼や互酬性が生まれソーシャルキャピタルが醸成されるが、UCI におけるネットワークコミュニ
ティには、まだ十分これらが成立していないように思われる。しかし、論文 No.4（2019）で明ら
かにしたように、消費者の商品開発の知識レベルを向上させるには、所属するネットワークコミ
ュニティ内でメンバー間が無償で相互に助け合う規範の存在が必要であることが分かった。今
後は積極的義務に関する議論も必要とされるであろう。 
 
 
 以上の成果をまとめると、SM とそれを用いたネットワークコミュニティは企業のプロダクト
イノベーションにとって重要な役割を果たす。ただし、SM を含む ICT を活用するだけではプロ
ダクトイノベーションは成功しない。成功させるためには、企業は ICT 活用や人的交流によっ
て、消費者やユーザー企業とユーザーニーズを共有し、サプライヤー企業から技術情報の提供を
受け、R&D 部門と開発現場での吸収能力を含むイノベーション能力を強化することが必要になる。
また SM 活用やネットワークコミュニティがプロダクトイノベーションのために上手く機能する
には、信頼と互酬性のネットワークである豊かなソーシャルキャピタルを維持しなければなら
ない。これは社内のネットワークコミュニティだけでなく、消費者との間のネットワークコミュ
ニティにとっても重要になる。消費者の側からも UCI にとって SM 活用とネットワークコミュニ
ティへの参加は欠かせない。特に、ネットワークコミュニティ内外のリードユーザーとの紐帯を
持つことが UCI にとって有用になる。消費者は好奇心、承認欲求、そして金銭的インセンティブ
を求めて UCI を行っている。このような振る舞いは、倫理的利己主義のみからなされているよう
に見えるが、ユーザーは互いに助け合う互酬性の重要性に気づいているといえよう。 
 まだ日本では UCI を行う消費者の割合は多くない。企業と消費者の両者が UCI の重要性に気
づき、取組みを始めることが重要である。UCI を更に活性化させる 1つの要因としてクラウドフ
ァンディングが考えられる。欧米ではクラウドファンディングを活用して、UCI を成功させてい
る事例が増えている。今後は、日本でもクラウドファンディングを促進していくことが UCI を活
性化させる解決策になると考えられる。 
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